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　今年2015年末には、東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡ
Ｎ）経済共同体（ＡＥＣ）が実現される予定である。
この重要な節目の年のＡＳＥＡＮ議長国は、マレーシ
アである。ＡＳＥＡＮ首脳会議ほか、多くのＡＳＥＡ
Ｎ関連の重要な会議がマレーシアで開催されている。
そしてマレーシアが、この重要な年にＡＳＥＡＮの舵
取りを担当している。
　東アジアでは、ＡＳＥＡＮが経済統合とＦＴＡを牽
引してきた。1976年から域内経済協力を進め、1992年
からはＡＳＥＡＮ自由貿易地域（ＡＦＴＡ）の確立を
目指してきた。そして2003年の「第２ＡＳＥＡＮ協和
宣言」では、ＡＳＥＡＮ単一市場・生産基地を構築す
るＡＥＣ構想を打ち出し、その実現に向かってきた。
07年には「ＡＥＣブループリント」が出され、15年ま
でのＡＥＣの４つの戦略目標として「Ａ．単一市場と
生産基地」、「Ｂ．競争力のある経済地域」、「Ｃ．公平
な経済発展」、「Ｄ．グローバルな経済統合」を示した。
　現在、今年15年末にどこまでＡＥＣが実現されるか
が注目されている。「Ａ．単一市場と生産基地」の「物
品の自由な移動」はＡＥＣの中心であり、とりわけ「関
税の撤廃」に関しては、ＡＦＴＡとともにほぼ実現に
向かっている。ＡＦＴＡは東アジアのＦＴＡの先駆で
あるとともに、東アジアで最も自由化率の高いＦＴＡ
となっている。先行加盟６カ国は10年１月１日にほぼ
すべての関税を撤廃した。15年１月１日には、ＣＬＭ
Ｖ（カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナムの４
カ国）諸国も一部例外を除き関税を撤廃し、ＡＳＥＡ
Ｎ全加盟国の関税撤廃割合は、95.99％となった。現在
の日本のＦＴＡ（厳密にはＥＰＡ）の関税撤廃割合が
90％以下であることを考えると、この数字はきわめて
高いと言える。尚、ＣＬＭＶ諸国においては、関税品
目表の７％に関しては、18年１月１日まで撤廃が猶予
されている。18年にはベトナムの自動車なども関税が
撤廃される予定である。
　「物品の移動」では、ＡＦＴＡの原産地規則も利用
しやすいものに改善されてきた。原産地証明の「自己
証明制度」の導入や「税関業務の円滑化」等も進めら
れている。尚、非関税措置の撤廃は、先進国でも難し
く16年以降の課題となるであろう。「サービス貿易の
自由化」、「投資や資本の移動の自由化」、「人の移動の
自由化」も徐々に進められている。「Ｂ．競争力のある
経済地域」と「Ｃ．公平な経済発展」に関係する、輸
送プロジェクトやエネルギープロジェクト、経済格差
の是正等も多くの取り組みがなされている。ただしこ
れらは、2015年末に目標を達成するのは難しく、15年
末を通過点として更に16年以降の課題となるであろ

う。「Ｄ．グローバルな経済統合」は、ＡＳＥＡＮ＋１
のＦＴＡ網の整備や、東アジア地域包括的経済連携（Ｒ
ＣＥＰ）交渉の進展によって、目標に比べて大きく進
展し、当初予定の15年末よりも早く達成された分野で
ある。ＡＳＥＡＮは東アジアの経済統合においても中
心となっている。
　15年末に、「ＡＥＣブループリント」で述べられた
目標のすべてが実現するわけではないが、ＡＦＴＡの
実現によりＡＳＥＡＮ域内の関税の撤廃はほぼ実現さ
れ、域外とのＦＴＡも整備される。現在の状況は、域
内経済協力が開始された1970年代半ばや、ＡＦＴＡが
提案された90年代前半の状況とは大きな違いがある。
　ＡＳＥＡＮは、遅れがちではあるが時間を掛けなが
ら着実にＡＥＣの実現に向かってきた。ＡＦＴＡと言
う自由貿易地域（ＦＴＡ）を確立し、資本（投資）の
自由移動、熟練労働力の自由移動という、共同市場（Ｃ
Ｍ）の一部の要素を取り入れたＡＥＣの確立へ向かっ
ている。東アジアでは初の自由貿易地域を越えた試み
である。また輸送やエネルギーの協力、経済格差の是
正にも取り組んでいる。ＡＳＥＡＮは、ＥＵとはタイ
プが異なるが、現代の経済統合の最重要な例の一つで
ある。
　来月11月18～22日には、クアラルンプールで第27
回ＡＳＥＡＮ首脳会議と関連諸会議が開催される。今
後のＡＳＥＡＮ統合を考える上で、最近では最も重要
な会議となるであろう。その際には、16年以降25年
に向けての今後10年間のＡＥＣのビジョンが示され
る予定である。
　ＡＳＥＡＮは、今年末を重要な通過点として、更に
AECの実現に向けて統合を進めて行くであろう。先ず
は、来月のクアラルンプールでのＡＳＥＡＮ首脳会議
に大いに注目したい。
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